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８　DOTASの導入と執行
⑴　DOTASの制定法化と課税当局（HMRC）の動向
　租税回避スキームに関して関与するプロモーターに報告義務を課した
DOTAS（Disclosure of Tax Avoidance Schemes）は，2004年財政法（Finance 
Act 2004）第７款（Part 7）の第306条から第317条に規定されている。その
適用は，2004年８月１日以降である。また，付加価値税については，同じ
く2004年財政法第２款第19条及びシェジュール２に開示義務を規定してい
る。
　この制度は，米国におけるタックスシェルターに関与する専門家に対し
てその取引を米国内国歳入庁（IRS）に登録する等を定めた1984年制定の
赤字削減法（Deficit Reduction Act of 1984）を参考にしたものと思われる 1）。
　その後，英国課税当局（HMRC）は DOTASに関する次の文書を公表し
ている。
・2009年12月９日：HMRC, “Disclosure of Tax Avoidance Schemes (DOT-
AS) Consultation Document”
・2010年３月24日：HMRC, “Disclosure of Tax Avoidance Schemes :  Con-
sultation Response Document”
・2014年２月４日：HMRC, “Disclosure of Tax Avoidance Schemes :  over-
view”
・2014年５月14日：HMRC， “Guidance Disclosure of Tax Avoidance Schemes”
・2014年７月31日：HMRC, “Strengthening the Disclosure of Tax Avoid-
ance Schemes”
1）　1984年に制定された内国歳入法典第6111条は，その後，2004年の米国雇用
創設法（American Jobs Creation Act of 2004）により改正されている。
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⑵　DOTAS導入の意義
　前稿で述べたことの繰り返しになるが，GAAR導入に関しては，1997年
の TLRC（Tax Law Review Committee）報告書，これに対する内国歳入庁に
よる「直接税への一般否認規定導入案」，そして，これを批判した TLRC
（1999年報告書）という一連の動きがあった。租税回避防止の手段として，
GAAR導入の選択肢として，租税回避スキームの報告制度である DOTAS
が立法され，一応の租税回避対応策の手当てができたことから GAARの
導入という議論は沈静化したのである。
　そして，約10年が経過した2010年に，キャメロン連立政権が GAAR導
入の検討開始したことにより，再度，GAAR導入の機運が高まり，アーロ
ンソン報告となるのである。
⑶　DOTASの規定
　DOTASを規定した2004年財政法の主たる条文の見出しは次のとおりで
ある。なお，この制度に係る規定は，その後に2007年財政法等により一部
改正されている。
・306条：届出を要する仕組み取引（arrangement）と届出を要する計画
（proposal） 2）
・307条：プロモーターの定義
・308条：プロモーターの義務
・309条：英国国外のプロモーターと取引する者の義務
・310条：プロモーターの関与しない届出を要する仕組み取引を行う団体
の義務
・315条：罰則
2）　仕組み取引については，同法318条 ⑴ の定義において，スキーム，取引或
いは一連の取引を含むと規定されている。
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⑷　DOTASの概要 3）
　HMRCは，租税回避に関する報告制度として，直接税に係る制度
（DOTAS）と，付加価値税に関する報告制度 VADR（VAT Disclosure Regime）
の２つがあるとしている 4）。本稿では，これらの根拠法が2004年財政法で
あることから，DOTASという用語を統一して使用する 5）。
　この制度は，届出すべき租税回避に関与した者は，当該租税回避のスキ
ームについての情報を課税当局に提供することになるが，この情報提供を
怠ると罰則が適用となる。課税当局は，この制度の適用により，租税回避
スキームに関する情報とプロモーターを通じてその利用者を素早く知るこ
とにより，この情報収集により，課税当局は，租税回避スキームに対する
早期の警告とその利用者の把握をすることができるようになった。
　課税当局に対して届出を要することになる要件は，次のとおりである。
　①　仕組み取引或いは仕組み取引に関する計画の存在
　②　税務上の便益を提供するスキームの存在
　③　税務上の便益の取得が主たる便益の１つであることが期待されてい
るのか。
　④　当該スキームが７つある例（導入時は８つ）の１つに該当するのか。
3）　HMRC, “Disclosure of tax avoidance schemes :  overview” 4 Feb. 2014.  な
お，この制度の理論面から検討した論文は，Oxford University Centre for 
Business Taxation, “ THE DISCLOSURE OF TAX AVOIDANCE” 3rd 
CDec.2012（http://www.sbs.ox.ac.uk, accessed 17 Feb.2015）。
4）　内国歳入庁と関税消費税庁は，2005年４月に統合して現在の歳入関税庁
（Her Majesty’s Revenue and Customs：HMRC）となっていることから，
DOTASの適用が分かれたのは，この組織統合と関連しているものと思われ
る。
5）　この制度は，導入時，金融関連に係る取引を対象としていたが，2006年８
月以降は所得税，法人税，キャピタルゲイン税を適用範囲としたが，その
後，国民保険（National Insurance contributions）等に拡大している。
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　課税当局は，プロモーターにスキームの照合番号（Scheme Reference 
Number：SRN）を付与し，プロモーターは，SRNをその顧客に知らせなけ
ればならない。当該顧客は，SRNを申告書に記載することになる。なお，
この SRNの交付は，課税当局がこのスキームの適正性を認めたことでは
ない。
　また，罰則としては，課税当局に届出を怠った場合，罰則基準額が上限
5,000ポンド，届出が遅れるごとに，１日当たり600ポンドを科されること
になる。なお，2007年財政法により，無届の場合，日額の罰金の上限が
5,000ポンドに改正されている。
９　アーロンソン報告書（2011年11月）
⑴　アーロンソン報告書の概要
　本稿においてアーロンソン報告書と表記しているものは，2011年11月11
日に，グラハム・アーロンソン勅許弁護士（Graham Aaronson QC：以下「ア
ーロンソン弁護士」という。）が中心となってまとめた報告書（GAAR STUDY）
のことである。
　このアーロンソン報告書が検討される背景は，この報告書が，2013年財
政法により創設された GAARに大きな影響を及ぼしたことからである。
　この報告書をまとめた検討グループ（Study Group）は，アーロンソン弁
護士を主査として，検討委員会（Advisory Committee）は６名の委員から構
成されている。
　主査のアーロンソン弁護士は，英国においても租税関係の弁護で有名で
あり，EUの欧州司法裁判所（ECJ）における訴訟等に関与している 6）。ま
た，TLRCの1997年報告書である「租税回避（Tax Avoidance）」作成委員会
6）　http://www.jha.com/uk/profiles/graham-aaronson-qc, accessed 17 Feb.　　　　
2015.
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の議長を務め，同委員会の1999年報告書 7）の作成委員である。
　このアーロンソン報告書を検討するに当たり，本稿は次の３点を焦点と
する。
　第１は，2010年にキャメロン連立政権が GAAR導入の検討を開始して，
アーロンソン弁護士を主査とする検討グループを立ち上げたのであるが，
同弁護士は，税務訴訟において納税義務者である原告側の弁護士になって
いる 8）。このような立場の弁護士を政府側が検討グループの主査に据えた
のはなぜか，という点である。
　第２は，アーロンソン報告書の結論となった部分で，GAAR導入につい
ては，同グループは賛成であるが，広範な GAAR（a broad spectrum general 
anti-avoidance rule）に反対している。この意見は，上記の TLRCの1997年
報告書と類似する点もあり，また，1997年報告書作成委員会の議長をアー
ロンソン弁護士が務めていることから，この２つの文書に継続性がないの
かという点である。本稿では，アーロンソン報告書及び2013年財政法によ
り創設された GAARを「英国型 GAAR」として，他の国における GAAR
と区別している。この英国型 GAARのルーツはどこかということである。
　第３に，英国型 GAARは，表記上，general anti-avoidance ruleではな
く，general anti-abuse ruleである。英国では，民間の TLRC及び課税当
局（HMRC）は，いずれも avoidanceという用語を使用していたが，アー
ロンソン報告書にある GAAR草案（同報告書 APPENDIX I - ILLUSTRATIVE 
DRAFT GAAR）は，general anti-abuse ruleという用語を使用しており，そ
7）　Tax Law Review Committee, “A General Anti-Avoidance Rule for Direct 
Taxes- A Response to the Inland Revenue’s Consultative Document” February 
1999.
8）　拙著「マークス＆スペンサー事案にみる条約と国内法の関連（上）」『国際
税務』2014年７月号　120-123頁。
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の後に出された HMRCの文書もこの用語を使用している。この用語の相
違は，単なる表記上の問題ではなく，その相違に何らかの意義があるとい
うのが筆者の視点である。そこで，アーロンソン報告書及び英国型 GAAR
がこの用語を使用することになった理由について検討する。
⑵　政府による GAARの検討の依頼 9）
イ　アーロンソン弁護士への依頼
　政府は，2010年12月６日にアーロンソン弁護士に対して，英国の租税制
度において有効な GAARを創設できるか否かを主題とした検討委員会を
主導し，GAAR創設が可能である場合，その規定はどのようなものになる
のかを依頼した。
　GAARの範囲及び意図が，次の条件を満たすことが求められた。
　①　租税回避防止の効率的な方法を政府に提供すること
　②　規定は公平性を保ち，事業活動に対して英国税法が障害にならない
ようにすることを確保すること
　③　課税上の確実性が事業者及び個人に対する過度の税務上のコストな
しに提供されることを確保すること
　④　徴税コストが容認できるレベルであり，他の分野の業務への影響が
最小限度であることを確保すること
　この報告書は，2011年10月末までに首相に報告され，首相は，この成果
を次の2012年予算政策として考慮することになる。
ロ　政府による租税回避取締強化の方針
　政府は，アーロンソン弁護士への GAAR検討を依頼した日（2010年12月
６日）と同日に，租税回避対策を行うことを公表した。この対策により，
9）　HMRC, “Study of a General Anti-Avoidance Rule” 6 Dec. 2010.
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今後４年間に500億ポンドの歳入を確保し，今国会会期中の追加税収が200
億ポンドになるという予測を明らかにした 10）。
　また，2013年２月の別の資料によると，2010-2011年度における租税回
避による税収減（tax gap）は，320億ポンドで，この税額は HMRCの徴収
税額の6.7％に相当すると試算されている 11）。
　政府の意向は，第１に，租税回避により生じた税収減を法改正により補
うことであり，第２に，税制を簡素化して不公平を是正すること，そし
て，第３に，新たな税制が経済活動の障害にならないことである。結果と
して，政府の方針は，GAAR創設を含めた税制改正に対する大綱を示した
ことになり，GAAR創設となった場合，その内容については専門家に委託
するという方針と理解できる。
ハ　検討委員会の委員
　2011年１月14日にアーロンソン弁護士は，検討委員会の６名の委員名を
財務担当副大臣に提出した 12）。この委員会の検討課題は８項目である
が 13），特に最後の８項目目は，英国の GAARを導入する場合，考慮すべき
事項として以下の５つの事項が掲げられている。
10）　HMRC, “Gov.UK, Government announces tax avoidance clampdown” 6 Dec. 
2010.
11）　Gov.UK, “Reducing tax evasion and avoidance”, https://www.gov.uk/govern　　　
ment/policies/reducing-tax-evasion-and-avoidance, accessed 19 Feb. 2015.
12）　検討委員会の６名の委員の構成は，SIR LAUNCELOT HENDERSON，
HOWARD NOWLANという２名の現役判事，元判事の THE RT. HON LORD 
HOFFMANN，JUDITH FREEDMAN（オックスフォード大学租税法教授），
JOHN TILEY CBE QC (Hon) FBA（ケンブリッジ大学名誉教授），民間から
JOHN BARTLETT（英国石油のグループの税務部門の最高責任者）である。
13）　General Anti Avoidance Rule Study Group, Study Programme, http://webar　　　
chive.nationalarchives.gov.uk/20130129110402/http://www.hm-treasury.gov.
uk/d/pn_04_11_gaar_study_programme.pdf,accessed 19 Feb. 2015.
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　①　既存の否認規定と GAARの関連性
　②　誰が立証責任を負うのか。
　③　適用範囲
　④　事前確認等の手続きの必要性，取引に対する課税についての安定性
の確保への要望及び最適の手続きとは何か。
　⑤　事業者である納税義務者と課税当局の双方において，税務申告等に
係る過度の費用を負担することなしに安定性を保証する条件，公平性
を保つ規則及び事業に対する英国税制の魅力を損なうことのないこと
を保証する条件
⑶　アーロンソン報告書の要旨
　この報告書は，検討委員会の設置が2011年１月で，報告書の完成が同年
11月であることから，約10か月で完成したことになる。
　報告書の概要は，本文が全６章，別添が２編で，GAAR草案とそのガイ
ダンスである。
　報告書の各章の見出しは，第１章が結論の概要，第２章がグループ設立
と作業方法，第３章が英国に GAARは必要か，第４章が関係団体の見解，
第５章が GAAR諸原則の枠組み，第６章が GAARにおける諸原則の具体
化，である 14）。
　当該報告書の作成手順は，アーロンソン弁護士が論点を検討委員会委員
に配付し，検討委員会の会議及びメールによる検討が行われ，関係各団体
の意見交換が行われた（同報告書パラ2.7～2.9）。当該報告書第５章及び付属
の GAAR草案等は，検討委員会及び関係各団体の意見が反映されている
14）　アーロンソン報告書に関する論稿としては，岡直樹「GAAR STUDY：包
括的租税回避対抗規定が英国税制に導入されるべきか否かについての検討　
アーロンソン報告書」『租税研究』766号，2013年８月，がある。
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（同パラ2.10～2.11）。そして，最終的には，アーロンソン弁護士の責任でこ
の報告書が作成されたのである（同パラ2.13）。
⑷　GAAR草案の概要
　GAAR（General Anti-Abuse Rule）草案（以下「草案」という。）は，全16条
であり，条文別の見出しと税務上問題のない租税計画（responsible tax 
planning）の保護策（safeguards）４項目の見出しがある。
　①　第１条から第３条：「範囲」
　②　第４条：セーフガード１として「合理的な租税計画」
　③　第５条：セーフガード２として「税務上の便益を得るためでない仕
組み取引（arrangement）」
　④　第６条：異常な仕組み取引とその特徴
　⑤　第７条：異常な仕組み取引とその判断基準
　⑥　第８条：対抗措置
　⑦　第９条：セーフガード３として「課税当局の挙証責任」
　⑧　第10条：ガイダンスノートと証拠として採用できるもの
　⑨　第11条：対象外の課税年度或いは者の計算及び査定に係る対応的調
整
　⑩　第12条：事前確認（Clearance）
　⑪　第13条：管理
　⑫　第14条：セーフガード４として，「諮問委員会（Advisory Panel）の
事前審査」
　⑬　第15条：その他の定義
　⑭　第16条：実施
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⑸　GAAR草案のポイント
　GAAR草案におけるポイントと思われる事項には次のものがある。
　①　対抗措置が講じられるべきは，濫用的な課税上の効果（abusive tax 
result）を生み出すであろう異常な仕組み取引（abnormal arrangements）
である（第２条）。
　②　① の濫用的な課税上の効果とは，第４条に規定する「合理的な租
税計画」或いは第５条に規定する「税務上の便益を得るためでない仕
組み取引」に該当しない仕組み取引により達成される税務上の便益で
ある（第３条第１項）。
　③　法令が想定した行為の選択の合理的な行使である合理的な租税計画
は，濫用的な課税上の効果を生み出すものではない。また，税務上の
便益を得るためでない仕組み取引も対抗措置の適用から除外される
（第４条，第５条）。
　④　異常な仕組み取引は，濫用的な課税上の効果を生み出すことを唯一
或いは主たる目的の１つとするものである（第６条）。
　⑤　課税当局は，次のことを立証することになる。すなわち，立証すべ
きは，仕組み取引が異常であること，仕組み取引による税務上の便益
が濫用的な課税上の効果であり当該仕組み取引が合理的な租税計画で
ないこと，対抗措置行使による計算等が合理的で適正なこと等である
（第９条）。
　⑥　事前審査をする諮問委員会の設置（第14条）。
　また，アーロンソン報告書におけるポイントになる項目には次のものが
ある。
　①　アーロンソン弁護士は，広範な GAAR（a broad spectrum general anti-
avoidance rule）に反対している。その理由としては，当該 GAARが事
業者及び個人にとって，常識的で税務上問題の生じない租税計画を行
476
うことを阻害する危険があるからである（報告書パラ1.5）。
　②　広範な GAARを導入することになれば，課税当局による事前確認 
制度が（clearance system）必要となるが，これは課税当局及び納税義
務者双方に多大な時間等を強いることになり，課税当局の裁量権が強
化されることから反対している（報告書パラ1.6）。
　③　英国租税制度に導入すべきものは，税務上問題のない仕組み取引に
適用されず，かつ，濫用型の仕組み取引に的を絞った度を越さないル
ール（a moderate rule）を導入する（報告書パラ1.7）。
　④　否認規定がない状態で租税回避事案を扱う場合，裁判官は，合理的
な結論を得るために法解釈を拡張する傾向にあり，その結果，判決が
不確実なものになる。本報告書で提案している GAARは，拡張解釈
のリスク及び不確実性を軽減することになる（報告書パラ17）。
　⑤　GAARは，個別否認規定を減少させて租税法の簡素化に資する。
⑹　アーロンソン報告書に係る 3 つの課題の検討
　本項冒頭に，アーロンソン報告書に係る３つの検討課題を掲げたのであ
る。以下は，その再掲である。
　第１は，税務訴訟において原告側の弁護士の経験があるアーロンソン弁
護士がなぜ報告書作成の責任者に選ばれたのかということ。
　第２は，当該報告書において広範な GAARではなく，税務上問題のな
い仕組み取引に適用されず，かつ，濫用型の仕組み取引に的を絞った度を
越さないルール，いわゆる英国型 GAARを導入するが，そのルーツはど
こか。
　第３は，英国型 GAARの表記が，general anti-avoidance ruleではなく，
general anti-abuse ruleであることの理由は何か，ということである。
　第１については，これを裏付ける資料はないが，アーロンソン弁護士
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が，TLRCの1997年報告書作成の主査を務め，国内における税務訴訟だけ
ではなく，ECJの訴訟等にも関与しているという経歴が評価されたものと
思われる。
　第２については，TLRCの1997年報告書にも同様の記述があり，さらに
遡れば，1955年のフィートクロフト教授の論文 15）において，租税回避（tax 
avoidance）と脱税（tax evasion）の２分類が採用されたことにより，租税回
避が基本的に合法であるという認識が英国では一般化していたこと，ウエ
ストミンスター事案貴族院判決において 16），トムリン（Tomlin）卿が判決
文において述べた，すべての者は，関連する法律により生じる租税額の額
を軽減するために，課税に関連する事象を調整する権利があり，課税当局
がこの納税義務者の創意ある行為に対して異議を申し立てても，当該納税
義務者は税の追徴を課されることはない，という思考 17）もこれと同様と
思われる。また，アーロンソン弁護士は，経済界，勅許会計士協会等，多
くの団体から意見を聴取していることも，合法的な租税計画を妨げないと
いう考え方を補強したといえる。まとめると，英国における伝統的な思考
法の踏襲，司法判断にみられる同様の見解，実務界からの要望等が総合さ
れて，アーロンソン報告書が作成されたといえる。
　第３の点では，アーロンソン報告書における基本的なスタンスは，
15）　Wheatcroft, G.S.A., “ The Attitude of the Legislature and the Courts to Tax 
Avoidance”, The Modern Law Review, Vol. 18, No. 3, May 1955, p. 209.
16）　Duke of Westminster v. Commissioners of Inland Revenue, 19 TC 490 
(1935).
17）　1934年３月19日のグレゴリー高裁判決（Helvering, Commissioner of 
Internal Revenue, v. Gregory, 69 F. 2d 809）において，ラーネッド・ハンド
（Learned Hand）判事が判示した，誰もが，その税負担をできる限り低くな
るように調整することが可能であり，課税当局（財務省）の期待する税額を
納付するという方式を選択する必要もなく，自らの納税額を増やすという愛
国的な義務さえもないのである，をいう。
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GAAR導入が課税当局に対して租税回避否認の武器を与えることではな
く，また，英国における企業経営に悪影響を与えるという批判も考慮する
ことであったことから，広義の GAAR（general anti-avoidance rule）の導入
は，英国の租税システムに適さないという判断が下され，広義の GAAR
との相違を強調する意味から適用対象を絞った英国型 GAAR（general anti-
abuse rule）の導入が勧告されたものと思われる。また，濫用（abuse）とい
う概念自体は，EUにおいて使用されていたことから，EUに関連する訴訟
を扱った経験のあるアーロンソン弁護士が採用したともいえるのである。
⑺　アーロンソン報告書のポイント
　すでに述べたように，アーロンソン報告書で最も注目すべき箇所は，適
正な租税計画と濫用型スキームをどう差別化するのかという点である。
　第１の点は，英国において伝統的に発展してきた「租税上の便益を得る
ことが唯一或いは主たる目的の１つ」という目的を基礎とした概念（以下
「目的概念」という。）であるが，機械設備等の税務上の減価償却費（capital 
allowance）を得るための仕組み取引を差別化できないことから，目的概念
を英国の GAARに採用していない（同報告書パラ5.14）。
　第２に，仕組み取引が立法当局の意図しなかった税務上の成果をもたら
すかどうかを検証するというアプローチもあるが，これにも問題がある
（同報告書パラ5.17）。
　以上の２つのアプローチを排して，同報告書は，実用的かつ客観的を掲
げたアプローチを採用する必要があるという方針の下で（同報告書パラ
5.15），採用されるべき基本原則は，租税回避の対抗策が，合理的でかつ正
当な（reasonable and just）成果を生み出すものを採用することである。な
お，この判断は租税審判所に委ねられ，HMRCの裁量ではない（同報告書
パラ5.35）。
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10　英国型 GAAR（2013年財政法第５編）
⑴　GAARに係る制定法の概要
　2013年財政法（以下「2013年法」という。）第５款第206条から第215条まで
が GAAR（general anti-abuse rule）に関する規定（以下「GAAR制定法」とい
う。）であり，その他に，同法シェジュール43に細則の規定がある。なお，
この規定案は，2012年12月11日に公表され，法律制定後2013年７月17日に
施行となっている。この規定は，英国への GAAR導入を勧告したアーロ
ンソン報告書に大きく依存しているのである。
　第５款の各条文の見出しは次のとおりである。
　①　第206条（一般否認規定の概要）
　②　第207条（仕組み取引及び濫用の意義）
　③　第208条（税務上の便益）
　④　第209条（租税上の便益への対抗措置）
　⑤　第210条（209条適用者に係る調整）
　⑥　第211条（裁判所或いは審判所における諸手続）
　⑦　第212条（GAAR と従前のルールの関連性）
　⑧　第213条（法令の改正）
　⑨　第214条（第５款の解釈）
　⑩　第215条（適用開始と経過規定）
　シェジュール43では，GAAR適用に関する諮問委員会（The GAAR 
Advisory Panel）」等に関する規定が置かれている。この諮問委員会は，
GAARの執行に関して中立的な立場から監視をすることになっている。
⑵　GAAR GUIDANCE
　HMRCは，GAAR制定法に対して，2012年12月，2013年４月，2015年
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１月に GAAR GUIDANCE（以下「ガイダンス」という。）を作成している。
これは，2012年版が草案であり，その改訂版が2013年版及び2015年版とい
うことになる 18）。そして，2013年５月に諮問委員会に関する文書が公表さ
れている 19）。
　このガイダンスは，GAAR制定法の解釈と適用を助けるためのもので，
その内容は適宜改善され，最新版である2015年版の見出しは次のとおりで
ある。
・パート A（ガイダンスの目的と置かれている位置）
・パート B（GAARの目標及びその目標達成までの適用関係）
・パート C（個別ポイント）
・パート D（税目ごとの例示）
・パート E（GAAR手続）
18）　（2012年版草案）
　 ・ 2012.12, HMRC, “HMRC’S GAAR GUIDANCE-CONSULTATION DRAFT 
PART A”
　 ・ 2012.12, HMRC, “HMRC’S GAAR GUIDANCE-CONSULTATION DRAFT 
PART B”
　 ・ 2012.12, HMRC, “HMRC’S GAAR GUIDANCE-CONSULTATION DRAFT 
PART C”
　　 （2013年版）
　 ・2013.4, HMRC, “HMRC’S GAAR GUIDANCE PART A, B, C”
　 ・2013.4, HMRC, “HMRC’S GAAR GUIDANCE PART D”
　 ・2013.4, HMRC, “HMRC’S GAAR GUIDANCE PART E”
　　 （2015年版）
　 ・2015.1, HMRC, “HMRC’S GAAR GUIDANCE PART A, B, C”
　 ・2015.1, HMRC, “HMRC’S GAAR GUIDANCE PART D”
　 ・2015.1, HMRC, “HMRC’S GAAR GUIDANCE PART E”
19）　2013.5, HMRC, General Anti-Abuse Rule (GAAR) Advisory Panel :  terms of 
reference.
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⑶　GAAR制定法における主要な用語
イ　GAARの適用税目（第206条第３項）
　GAARが適用となる税目は，所得税，法人税，キャピタルゲイン税，石
油収入税，相続税，土地取引に係る印紙税，法人所有高級住宅税，であ
る。
ロ　租税上の仕組み取引（tax arrangements）の意義（第207条第１項）
　租税上の仕組み取引（tax arrangements）とは，総合的に勘案して，その
主たる目的或いは主たる目的の１つが税務上の便益を得ることであること
が合理的に結論できる場合の仕組み取引である。
ハ　濫用的（abusive）の意義（第207条第２項）
　仕組み取引が濫用的である場合とは，以下に掲げる状況を総合的に勘案
して，適用される規定との関連において，合理的（reasonable）な活動の軌
跡として合理的（reasonably）とみなされない場合である。
　①　仕組み取引の実質的な成果が適用法令の原則及び立法趣旨と合致し
ているか否か。
　②　これらの成果を成し遂げる手段が目論まれ或いは異常な段階を含ん
でいるかどうか。
　③　仕組み取引が法令の欠陥を穿り出すことを意図したものであるかど
うか。
ニ　税務上の便益（第208条）
　税務上の便益とは，税の減免，税の還付，賦課される税額等の回避或い
は減額，将来の賦課される税の回避，税の納付の延期或いは還付の前倒
し，源泉徴収等の回避，である。
ホ　用語の定義（第214条）
　この条には８つの用語についての定義が規定されているが，他の条項と
関連の深い規定は次のものである。
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　①　仕組み取引と関連した場合の「濫用的（abusive）」とは，前出の第
207条第２項及び第６項による意味である。
　②　「仕組み取引」とは，合意（agreement），了解事項（understanding），
スキーム（scheme），合法的であるかどうかを問わない取引或いは一
連の取引を含む。
⑷　GAAR制定法の解釈と適用
イ　ガイダンスの目的 20）
　ガイダンスは，GAAR諮問委員会（the Advisory Panel）の承認を得ている
ことから，日本の通達のように課税当局である HMRCが部内における解
釈の統一を図るために公表したものではなく，裁判所及び審判所（tribunal）
の判断を拘束することから 21），法源としての機能があることになる。2013
年財政法第211条第２項にガイダンスへの委任規定があることから，日本
における政令に相当するものといえよう。
　ガイダンスは，２つの主たる目的があり，その１は，GAARの意図して
いる目的とその目的達成のための運用の概観を与えることであり，第２
は，GAARの解釈と適用である（ガイダンス，パラ A1～ A3：以下「パラ」と
表記する。）。
　アーロンソン報告書が英国への GAAR導入を勧告した基礎となった考
え方は，租税を国家からのサービスに対する会費という捉え方で，すべて
の納税義務者は，公平に租税を負担すべきというもので，立法府は，税法
20）　2015.1, HMRC, “HMRC’S GAAR GUIDANCE PART A, B, C”.
21）　2013年財政法第211条（第２項にその旨の規定がある。ただし，ガイダン
スのうち，A，B，C，Dは，諮問委員会の承認を得ているが，Eは承認を得
ていない（ガイダンス：パラ A5）。また，第211条第１項は，HMRCが濫用
的な仕組み取引の存在及びこれに対する課税処分が公平，公正なものである
ことを立証することを規定している。
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の認める限界（statutory limit）を超えたものに対して課税をするとし，仕
組み取引の目的が合理的な活動の軌跡として合理的とみなされるものを超
える場合が限界ということになる（パラ B2.4）。
　GAAR導入に関しては，これまでキャピタルゲイン税制の創設，
DOTASの創設等の GAARの代替的な効果を持つ制度の創設により，
GAARの導入が先送りされるという紆余曲折のあったことはすでに述べた
ところであるが，2013年財政法に関しては，キャメロン政権の税収の増加
という現実的な目的がアーロンソン報告書に繫がったのである。他方，租
税回避の概念を拡大して税収増のみを目的とした場合，英国における企業
経営に悪影響を与えることのないような配慮も必要であり，このような現
実的な要請を受けて，アーロンソン報告書が GAAR導入の理論的基盤を
提供したことと理解できる。言い換えれば，何をもって，是認と否認の間
の境界線とするのかという租税回避では避けて通れない問題に行き着くの
である。
ロ　GAARの狙い
　GAARの政策上の目的は，納税義務者が濫用的な仕組み取引を行うこと
を防止し，当該仕組み取引を販売をするプロモーターの活動を阻止するこ
とである。GAAR適用の要件は，「濫用」の存在であり，「濫用的な仕組み
取引」に対して GAARが適用となる（パラ B10.1）。
ハ　濫用的仕組み取引
　GAARは，納税義務者による一連の活動が税負担の軽減を目的とした場
合で，その税負担の軽減が立法時に想定されていなかったもので，その活
動が二重合理性テストに該当しない場合である（パラ B.11.1） 22）。
　このことから，租税回避として GAARの適用対象となる濫用的仕組み
22）　原文は，that course of action cannot reasonably be regarded as reasonable，
である。
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取引の要件は，次の３点ということになる。
　①　目的が税負担の軽減であること
　②　法の立法趣旨に反すること
　③　二重合理性テストに該当しないこと
ニ　納税義務者に対する保護策
　納税義務者の行った取引が濫用ではないとするために，以下に掲げるよ
うな納税義務者に対する保護策が GAARに規定されている。
　①　仕組み取引が濫用であるかどうかは HMRCに立証責任があること
から，納税義務者は，仕組み取引が濫用でないことを示す責任はな
い。
　②　二重合理性テスト（double reasonableness test）が適用される。これ
は HMRCの立証責任となる事項であるが，HMRCは，第１に，仕組
み取引が合理的な活動か否か，第２に仕組み取引についての判断を合
理的にできるか否か，の２つの合理性に要件を立証すれば，仕組み取
引が濫用となり，この判定は，当該テストによることになる（パラ
B12.1）。
　③　HMRCは，GAAR適用前に仕組み取引が合理的な活動であるか否
かについて諮問委員会の意見を聴取する。
ホ　租税上の仕組み取引（Tax arrangements）
　GAARの適用対象は，濫用された仕組み取引（abusive tax arrangements）
に対し適用されることから，仕組み取引の存在が GAAR適用の第１段階
である（パラ C．3.1）。仕組み取引については，2103年財政法第207条第１
項に規定されていることは，本稿10 ⑶ で述べたとおりであるが，再掲す
ると，租税上の仕組み取引（tax arrangements）とは，その主たる目的或い
は主たる目的の１つが税務上の便益を得ることであることが合理的に結論
できる場合の仕組み取引のことである。
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　この「合理的に結論できる」ということは，客観的テストであり，すべ
ての関連する状況を総合的に勘案すると共に，税務上の便益を得ることが
仕組み取引の主たる目的或いは主たる目的の１つであると合理的に結論で
きるか否かを問うことで適用される。納税義務者或いはプロモーターの意
図を調べるということではない（パラ C3.3）。
　GAARに係る法令では，「主たる目的或いは主たる目的の１つ」という
用語を定義しておらず，一般的な用語として解釈するとガイダンスは規定
しているが（パラ C3.4），1944年財政法第33条（租税回避）において使用さ
れており，英国における租税回避否認規定の要件として古くから使用され
ているフレーズということができる。
へ　仕組み取引（Arrangements）
　GAARの規定は，取引（transaction）よりも意識的に仕組み取引という用
語を使用している。この仕組み取引という表現は，濫用スキームに見出せ
る要素を含む適切な表現であるというのが使用している理由である（パラ
C.4.2）。
ト　濫用的（Abusive）
　濫用的については，2013年財政法第207条第２項に規定があるが，ガイ
ダンスにおいて掲げられている濫用的と判断するための主要な要素は次の
とおりである（パラ C.5.4）。
　①　適用条文に関連して，活動の合理的な過程の概念
　②　仕組み取引の実質的な成果と適用法令の政策的な目的の比較
　③　欺瞞的或いは異常な段階があるかどうかの検証
　④　仕組み取引が適用法令の欠陥を意図的に利用したかどうかを検証
　⑤　二重合理性テスト
チ　 成果を得るための手段が１以上の欺瞞的或いは異常な過程を含んでい
るかどうか
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　欺瞞的或いは異常という用語自体に対する定義はないことから，社会的
な通念としての解釈となる。立法者が見つけられなかった法律上の欠陥が
ある場合或いは立法者が想定し得なかった取引形態が採られることがあ
る。
リ　二重合理性テスト（the double reasonableness test）
　以下は，ガイダンスに基づいて二重合理性テストの意義を検討する 23）。
　GAARガイダンスによれば，2013年財政法における GAARの規定を審
議した貴族院の経済問題委員会（Economic Affairs Committee）は，二重合理
性テストが濫用的仕組み取引に対して GAARを適用する際の判断基準（the 
key provision）としている。
　問題は，GAARが適用になるか否かの判断基準として，二重合理性テス
トがあることになる。この二重合理性テストとは，仕組み取引が合理的な
活動の過程（a reasonable course of action）と合理的に（reasonably）みなされ
るかどうかということである。
　解釈としては，「合理的な活動の過程」は納税義務者が経済的必然性に
基づいて取引等の選択をすることを意味し，その取引等が必然的か否かに
ついては，課税当局の責任ということになる。後者の「合理的」という判
断は，課税当局が課税処分をする際に行い，その判断について司法がさら
にそれを判断することになろう。
　ガイダンスの納税義務者に対する保護策（Part B：B12.1）では，納税義
務者の行った取引が濫用ではないとするために，以下に掲げるような納税
義務者に対する保護策が GAARに規定されている。
　①　仕組み取引が濫用であるかどうかは HMRCに立証責任があること
から，納税義務者は，仕組み取引が濫用でないことを示す責任はな
23）　Seely Anthony, “ Tax avoidance :  a General Anti- Abuse Rule” (13 May 2015) 
pp. 55-56.
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い。
　②　二重合理性テストが適用される。これは HMRCの立証責任となる
事項であるが，HMRCは，第１に，仕組み取引が合理的な活動か否
か，第２に仕組み取引についての判断を合理的にできるか否か，の２
つの合理性に要件を立証すれば，仕組み取引が濫用となり，この判定
は，当該テストによることになる（パラ B12.1）。
　③　HMRCは，GAAR適用前に仕組み取引が合理的な活動であるか否
かについて諮問委員会の意見を聴取する。
　GAARの立証責任については，1998年10月に公表された内国歳入庁によ
る直接税への一般否認規定導入案（Consultative Document on a General Anti-
avoidance Rule for Direct Taxes）では，課税当局側は，納税義務者に立証責
任があると論じ，この導入案に対して，1999年２月に Tax Law Review 
Committeeは，A General Anti-avoidance Rule for Direct Taxes, Response 
to the Inland Revenue’s Consultative Document，という文書において1998
年10月の導入案への批判をしている。そして，最終的には，GAARにおけ
る立証責任は，課税当局側になることになった。
　この二重合理性テストは，課税当局が納税義務者の行った取引等を濫用
か否かということを判断する基準であり，ある意味で，納税義務者のセー
フガードとしての役割を担うものといえよう。納税義務者が，租税回避で
課税処分を受けるか否かという租税回避に係る最も重要な判断基準につい
て，１つの回答を示した事例といえるが，「合理性」という用語自体が不
確定概念であることから，これを以て明確な基準といえるかどうかは問題
を残しているといえる。
　ここで若干のコメントを付すと，この二重合理性テストという用語の位
置を再確認する必要がある。GAAR適用の条件は，次のとおりである。
　①　租税上の仕組み取引があること
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　②　その仕組み取引が濫用であること
　そして，濫用的仕組み取引の要件は，次の３点ということになる。
　①　目的が税負担の軽減であること
　②　法の立法趣旨に反すること
　③　二重合理性テストに該当しないこと
　この上記の要件の有無を立証するのは，課税当局（HMRC）である。
　このテストにより判定されることになる（パラ B12.1）。
　このテストは，実施された仕組み取引が適用法令に沿った合理的な一連
の取引であったかどうかを問題にするのではなく，当該仕組み取引が合理
的な一連の取引であったという見解を合理的に持つことができたか否かを
問うものである（パラ C5.10.1），としている。
　この上記の合理性という用語の意味が不明瞭な感があることから，意訳
すれば，２度の合理性の第１は，経済的必然性という用語に置き換え，第
２は，仕組み取引について経済的必然性がないことを十分説得ある説明が
できるかという解釈もできるのである。換言すれば，課税当局は，次のこ
とを立証できなければ，GAARの適用はできないということになる。
　①　仕組み取引に経済的必然性がないこと
　②　① について十分に説得力ある説明ができること
　逆に，上記の２つの要件を課税当局が立証できない場合，審判所及び法
廷は，仕組み取引が合理的な一連の活動か否かを判断するのではなく，説
得力ある説明の幅について考慮することになる（パラ C.5.10.2）。
ヌ　濫用的仕組み取引を判定する指標
　濫用的仕組み取引を判定する指標は，2013年財政法第207条第４項に次
のように列挙されている。
　①　仕組み取引がもたらす課税所得，利益或いは利得が経済的目的
（economic purposes）の金額よりも著しく低いこと
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　②　仕組み取引がもたらす課税上の控除額或いは損失が経済的目的の金
額よりも著しく低いこと
　③　仕組み取引がもたらす課税上の還付或いは税額控除が通常では支払
われない類のものであること
　また，立法時に合理的に予測可能なものである場合，濫用の指標にはな
らないことが，明確に規定されている（パラ C.5.11.3）。
ル　濫用的仕組み取引でないことを判定する指標
　以下に掲げる２つの指標が，2013年財政法第207条第５項に規定されて
いる。
　①　仕組み取引が確立した実務慣行に適合したものであること
　②　HMRCが，仕組み取引の行われた時点で，その実務慣行を受け入
れることを示した場合
⑸　ま　と　め
　アーロンソン報告書から一貫している思考は，合法な租税計画と最も欺
瞞的で異常な仕組み取引を区分し，両者の間を明確に区分するということ
である。そして，行き過ぎた課税処分から納税義務者を保護する役割とな
る概念が，二重合理性テストである。要するに，仕組み取引が濫用に該当
するか否かは，このテストによる検証ということになる。
　アーロンソン報告書では，仕組み取引が租税法規上適正な選択の行使で
あるという点が明確でなく疑義がある場合，疑わしきは納税義務者の利益
という原則が適切であるとされている。その解決策として，仕組み取引が
選択の合理的な行使を合理的とみなすことができないという証明をする責
任を課税当局に負わせるとしている（同報告書パラ5.22）。
　この同報告書で示された概念が，2013年財政法第207条第２項（濫用的）
に規定され，ガイダンスでは，「二重合理性テスト」という表記になった
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のである。そして，このテストが納税義務者による適正な租税計画を保護
することになる。
　アーロンソン弁護士は1997年 IFS報告書作成の議長であったが，このと
きは，ラムゼイ原則が衰退といわれた時期に1997年マックガッキャン事案
貴族院判決では，ラムゼイ原則が再度適用され判断されたことに対する危
機感から，司法上の判断の範囲を狭める意味で GAAR導入を提言したの
である。そして，2011年のアーロンソン報告書の作成期間に，メイズ事案
控訴院判決（2011年４月12日判決）が出されたことから，この事案における
取引を行き過ぎた租税回避として，租税回避の対象外にある適正な租税計
画をどう区分するのかというのが，アーロンソン報告書から端を発して，
2013年財政法，ガイダンスと続く「二重合理性テスト」の意義である。
